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補助金額

▷長さ3メートル以上の生垣に限ります
▷設置費は苗木等の資材費、業者への委託費を含みます

▷生垣の設置に伴うブロック塀の撤去に限ります
▷撤去費は解体や処分、工事請負費を含みます
申工事着工前、苗木等の購入前に建築住宅課へ必要書
　類を提出。申請は同一敷地に対して1回です。
問建築住宅課 ℡71-2242

■鉄筋探査機が無料で利用できます
ブロック塀の鉄筋の有無が確認できる
鉄筋探査機を無料で貸し出しています。
貸し出しを希望する人は問い合わせく
ださい。

暮らしや事業などに活用できる令和 7年度の補助金制度を紹介します。
予算には限りがありますので、お早めにご利用ください。詳細は問い合わせいただくか市 H

ホームページ

Pをご覧ください。

生垣の設置・
ブロック塀の撤去

対■出産　　　生まれた子ども1人につき1本
　■住宅取得　住宅1軒につき2本
▷1本につき4000円分の苗木・土と交換できます
　（4000円を超えた分は自己負担）
申事実があった日から1年以内に申請書を建築住
　宅課へ提出。申請した年度末までに
　交換が必要です。
問建築住宅課 ℡71-2242

共通事項　申必要書類を危機管理課または支所へ提出。いずれも申請は年度内1回に限ります。
　　　　　問危機管理課 ℡71-2119

お　　に活用!　　補助金のススメ得

補助金活用前

■生垣の設置　設置費の2分の1  最大5万円

■ブロック塀の撤去　撤去費の2分の1  最大15万円

人生の節目に記念樹をプレゼントします

補助金活用後

申工事着工前に必要書類を環境課へ提出
問環境課 ℡71-2492
■住宅用雨水貯留施設とは？
雨水を住宅の雨どい等から分岐機器でタンクに流入さ
せ、ためる設備です。災害時の
生活用水にも活用できます。

住宅用
雨水貯留施設の設置

申設備は着工前、電気自動車は初度登録前に
　必要書類をゼロカーボン推進課へ提出
問ゼロカーボン推進課 ℡71-2085

住宅用地球温暖化
対策設備の設置

補助金額

※次のいずれかに該当する人がいる世帯は   分の
▷65歳以上　▷18歳以下
▷身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳
を持っている人
▷市から要介護認定を受けている人
▷避難行動要支援者名簿に登録されている人

申請は買った後
市防災ラジオの購入

購入費の3分の1  最大2万円
補助金額

対象品目
防災セット(既製品)、発電機、懐中電灯、簡易トイレ、
寝袋、カセットコンロ、家具転倒・落下防止器具、
テント、クーラーボックス ほか
※その他の対象品目と注意事項は
市H

ホームページ
Pでご確認ください

申請は買う前
防災用品の購入

購入費の3分の1  最大2万円

対象設備 補助金額

太陽光発電システム

7万5000円定置型蓄電システム

電気自動車等充給電設備

電気自動車 10万円

太陽熱利用システム 4万円

対象設備 補助金額

100㍑以上500㍑未満 設置費の2分の1・最大2万5000円

500㍑以上
設置費の2分の1・最大5万円

合併処理浄化槽からの転用

補助金額

対次の全てに該当する認定農業者または認定新規就農者
▷市内在住で市内で農業経営を行う人
▷市の地域計画に担い手として掲載されている人
　（見込みを含む）
▷規模拡大の意向がある人
▷直近5年以内に市から農業機械等に関する補助金を
　受けていない人
申 5月30日(金)までに必要書類を農政課へ提出
問農政課 ℡71-2429

■申請前にご確認ください
・購入前に申請が必要です
・申請多数の場合には市が定める採択ポイントに基づ
　いて対象者を決定します

認定農業者・新規就農者の皆さん
農業機械の導入

導入費の10分の3  最大100万円
補助金額
　　　　　　　　　　　
※ただし長野県等からの補助分を除く
▷1会計年度につき原則3人まで
▷補助期間は入社した年度を含めて5会計年度
対長野県の奨学金返還支援制度導入企業サポート事業
　補助金の令和7年度分の交付を受けた市内に事業所
　がある中小企業等
申必要書類を商工労政課へ提出
問商工労政課 ℡71-2041

■負担割合のイメージ
年間30万円の返還を行った場合

長野県奨学金返還支援制度導入企業サポート
事業を利用している事業者の皆さん
返還金の一部を補助します

支援対象従業員1人につき  最大12万円

…補助対象となる部分 貯留タンク

分岐機器
蛇口

架台

23

補助金額 対象経費の10分の10 最大50万円

節目の年を盛り上げる事業を応援! 市制施行20周年記念市民提案

対▷特別事業　20周年を記念し、新たに開催する事業
　▷冠事業　　20周年を記念し、例年より規模等を拡大して行う事業

申必要書類を政策経営課へ提出
問政策経営課 ℡71-2401

県負担12万円 市負担12万円
自己
負担
6万円


